
公文書集配業務仕様書 

 

 この仕様書は、富士宮市（以下「甲」という。）の本庁舎と出先施設間における相互連絡文書

等の集配に関する業務を受託者（以下「乙」という。）に委託する契約の仕様を定めるものであ

る。 

 

（業務の概要） 

１ 乙は、甲の相互連絡文書等を本庁舎と出先施設間において集配する業務（以下「業務」と

いう。）を履行する。 

（本庁舎及び出先施設の位置） 

２ 本庁舎及び出先施設の名称及び位置は、次のとおりである。 

⑴  富士宮市役所  富士宮市弓沢町１５０番地 

⑵  北山出張所   富士宮市北山１５８４番地の１ 

⑶  上野出張所   富士宮市下条１４１番地 

⑷  上井出出張所  富士宮市上井出６３９番地 

⑸  白糸出張所   富士宮市原１１１３番地 

⑹  芝川出張所   富士宮市長貫１１３１番地の６ 

⑺  保健センター  富士宮市宮原１２番地の１ 

⑻  富士宮市立病院  富士宮市錦町３番１号 

⑼  学校給食センター  富士宮市北山５１８６番地の１ 

⑽  中央図書館   富士宮市宮町１３番１号 

⑾  富士宮市民体育館  富士宮市外神東町１１５番地 

⑿  療育支援センター  富士宮市元城町１番２号 

⒀ 富士宮駅前交流センター 富士宮市中央町５番７号 

⒁ 大富士交流センター 富士宮市万野原新田４１３６番地の６ 

⒂ 富丘交流センター     富士宮市青木３００番地の１ 

⒃ 児童館          富士宮市若の宮町４７番地の１ 

（相互連絡文書等の内容） 

３ 相互連絡文書等の内容は、次のとおりとする。 

⑴ 職員が職務上作成し、又は取得した文書（図面及び写真並びに電磁的記録で作成された

ものを含む。） 

⑵ 国、他の地方公共団体等が刊行する書籍、雑誌、パンフレット、新聞、ポスター、チラ

シ、写真その他これらに類するもの 

⑶ その他甲が必要であると特に認めるもの（金品、骨董品及び美術品を除く。） 

（袋の指定） 

４ 相互連絡文書等は、甲が指定する袋に収納し、その袋をもって乙が集配するものとする。

ただし、信書に該当しない書籍類などの配送物で、指定の袋により難いものについては、小

包等により集配することができるものとする。なお、指定の袋は、おおむね次の大きさに収

まるサイズとする。 

縦約５０ｃｍ×横約４２ｃｍ×幅約１５ｃｍ（※持ち手部分の長さを除く。） 

（業務の期間） 

５ 令和７年４月１日から令和１０年３月３１日までの３年間 

  （地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約） 

（業務の履行日及び集配回数） 

６ 業務の履行日は、次に掲げる日を除く毎日とし、集配回数は、履行日ごとに１回とする。 

⑴ 日曜日及び土曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

⑶ １２月２９日から翌年１月３日までの日 

（集配ルート及び集配時間） 

７ 集配ルート及び集配時間は、おおむね次のとおりとするが、交通事情及び移動経路を考慮

して集配することは差し支えないものとする。 

富士宮市役所 午前１１時３０分から午後０時までの間に出発すること。 



    ↓  

療育支援センター 

  ↓ 

駅前交流センター（第３月曜日は休館。第３月曜日が祝日の場合は翌日休館） 

  ↓ 

富士宮市立病院 

    ↓ 

  芝川出張所 

    ↓ 

  上野出張所 

    ↓ 

  白糸出張所 

    ↓ 

  上井出出張所  

    ↓ 

  北山出張所 

    ↓ 

  学校給食センター 

  ↓ 

  富士宮市民体育館（第１・３・５の月曜日は休館） 

  ↓ 

  大富士交流センター（月曜日は休館。月曜日が祝日の場合は翌日休館） 

    ↓ 

  保健センター（総合福祉会館及び男女共同参画センター分を含む。） 

    ↓ 

  富丘交流センター（月曜日は休館。月曜日が祝日の場合は翌日休館） 

    ↓ 

中央図書館（文化会館分を含む。月曜日は休館。月曜日が祝日の場合は翌日休館） 

  ↓ 

児童館（月曜日は休館。月曜日が休日の場合は翌日休館） 

  ↓ 

富士宮市役所 午後２時までに到着すること。 

※参考走行距離：約５０キロメートル 

（業務の内容） 

８ 業務の内容は、次のとおりとする。 

⑴ 乙は、前項の指示に従い、乙の用意する車両により相互連絡文書等の入った袋等の集配

を行う。 

⑵ 相互連絡文書等の受領及び引渡しは、甲の立会いの下に行い、公文書集配業務連絡簿に

各出先施設における受領者から受領印を受けた上、履行日の業務終了ごとに、甲に当該連

絡簿を提出する。 

（受託者の要件及び組織体制） 

９ 乙は、次に掲げる要件を全て満たさなければならない。 

⑴ 民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第７項第

１号に定める役務について、業務を受託できる内容で許可を受けていること。 

⑵ 支障なく業務を遂行できる人員及び車両を備えていること。 

⑶ 業務に従事する者（以下「従事者」という。）は、業務に使用する車両の運転資格を有す

る者であること。 

⑷ 従事者の勤務状況を把握し、業務の向上に努めるとともに、従事者に対し、適正な指導

及び育成を行うこと。 

（使用車両の要件） 

10 業務に使用する車両は、次の各号の要件を全て満たさなければならない。 

⑴ 雨天時による水漏れや搬送時の散逸を防ぐ措置が講じられていること。 



⑵ 緊急連絡用の携帯電話等を搭載すること。 

⑶ 道路運送車両等関係法令で定める点検を受けていること。 

⑷ 乙の負担による対物及び対人無制限の自動車損害賠償保険に加入していること。 

⑸ 乙以外の企業等の広告を表示していないこと。 

（備品の用意区分） 

11 業務に使用する備品の用意区分は、次のとおりとする。 

⑴ 乙は、車両及び台車を用意する。 

⑵ 甲は、相互連絡文書等を収納する袋を用意する。 

（業務の実施に係る留意事項） 

12 乙は、業務の実施に当たっては、次の点に留意すること。 

⑴ 集配に係る経路は、距離、交通事情等を考慮し、他の貨物との兼務運行及び甲が指定し

た場所以外の立寄りを行わないこと。 

⑵ 道路渋滞等により第７項に定める時間に到着できない場合は、その都度甲に連絡するこ

と。 

⑶ 相互連絡文書等の盗難等を防止するため、従事者が車両から離れる場合は、必ず車両に

施錠をすること。 

⑷ 天災地変等によりやむを得ない場合を除き、自動車の事故等により業務の履行に支障が

生じた場合は、直ちに甲に連絡し、代車等による代替措置を講じて業務を履行すること。 

⑸ 業務実施中は、甲の用意する腕章を装着すること。 

（契約締結時提出書類） 

13 乙は、業務に使用する車両の型式等及び緊急連絡先を記載した書類を甲に提出すること。

その内容を変更する場合も同様とする。 

（その他） 

14 その他必要な事項は、甲乙協議の上決定する。 

 


